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地方自治法第２５２条の３８第６項の規定により、市長から令和６年度包括

外部監査の結果に基づく措置状況の通知があったので、次のとおり公表する。 

 

令和８年３月２６日 

 

 

 

越谷市監査委員  井 上 茂 平    

 

 

 

越谷市監査委員  利根川 敏 彦    

 

 

 

越谷市監査委員  山 田 大 助    

 

 

 

越谷市監査委員  野 口 高 明    

 



令和６年度包括外部監査結果に基づき講じた措置状況の概要一覧 

令和８年（202６年）１月１日現在 

 

１. 包括外部監査契約期間 令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 

２. 越谷市包括外部監査人 小林 正和（公認会計士） 

３. 特定の事件（テーマ）名 「公有財産に係る財務事務の執行及び管理について」 

４. 監査対象課 政策課、財政課、公共施設マネジメント推進課（土地開発公社含む）、庁舎管理課、市民活動支援

課、くらし安心課、地域共生推進課、保育施設課、青少年課、資源循環推進課リサイクルプラザ、

経済振興課、農業振興課、道路総務課、道路建設課、河川課、下水道経営課、下水道事業課、都

市計画課、市街地整備課、公園緑地課、建築住宅課、消防総務課、警防課、生涯学習課、スポー

ツ振興課、学校管理課、指導課、給食課 

５. 監査結果での指摘件数 ３１件（指摘：１０件 意見：２１件） 

６. 指摘事項と講じた措置状況 表のとおり 

 

（１）表中の凡例 

 頁  ▶ 【令和６年度 越谷市包括外部監査報告書】の中で包括外部監査人が指摘した内容が記述されているページ数 

（２）表の【指摘の区分】欄に掲げた用語の意味 

 指   摘  ▶ 改善・是正に取り組むべきもの 

 意 見  ▶ 組織及び運営の合理化の観点から改善の検討を求めるもの 

（３）表の【措置の状況】欄に掲げた用語の意味 

 改 善 済 ▶ 包括外部監査人からの指摘・意見の内容に沿うよう改めたもの又は改めたと見なせるもの 

 検 討 中 ▶ 包括外部監査人からの指摘・意見の内容について対応を検討中のもの 

 現状維持 ▶ 包括外部監査人からの指摘・意見の内容について現状のままとしたもの 

※前回の措置状況から、変更のあった指摘事項には背景色を変えて表しております。 
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措置状況の一覧 

通
し
番
号 

頁 

区分 

指摘事項 対象課 

措置の状況 

措置年月日 

（時点） 指
摘 

意
見 

改
善
済 

検
討
中 

現
状
維
持 

1 ２０  ○ 【意見１】公有財産台帳の登録 
公共施設マネジ

メント推進課 
○   令和７年７月１日 

2 ２１  ○ 【意見２】行政財産の使用許可申請書 
公共施設マネジ

メント推進課 
 ○  令和７年７月１日 

3 ２７～２８ ○  【指摘１】公有財産増減異動通知書提出の遅滞 庁舎管理課 ○   令和７年７月１日 

4 ３８～３９ ○  【指摘２】越谷市土地開発基金からの買戻しの手続 消防総務課 ○   令和７年７月１日 

5 ３９  ○ 【意見３】減損会計の導入・運用についての議論 消防総務課   ○ 令和７年７月１日 

6 4４ ○  【指摘３】所管換え時の協議書面の作成・保管 市民活動支援課 ○   令和７年７月１日 

７ 4４～４５ ○  【指摘４】所管換え時の事務手続きの遅延 市民活動支援課 ○   令和７年７月１日 

8 ５６  ○ 【意見４】自動販売機設置の形式 
公共施設マネジ

メント推進課 
  ○ 令和７年７月１日 

9 5８  ○ 【意見５】交番用地の貸付料の計算式の見直し 
公共施設マネジ

メント推進課 
  ○ 令和７年７月１日 

10 5９  ○ 【意見６】敷地貸付料の見直し 
公共施設マネジ

メント推進課 
 ○  令和７年７月１日 

11 ６１  ○ 【意見７】ATM 設置スペースの貸付料の見直し 
公共施設マネジ

メント推進課 
 ○  令和７年７月１日 

12 
８０、 

８３～８４ 
 ○ 【意見８】東部流通センターへの貸付料の免除について 農業振興課   ○ 令和７年７月１日 

13 ８０、８４  ○ 
【意見９】今後の越谷総合食品地方卸売市場のあり方及び用地の

活用方法について 
農業振興課   ○ 令和７年７月１日 

14 ９１～９２ ○  【指摘５】行政財産原状変更申請書の不受領 庁舎管理課 ○   令和７年７月１日 

15 ９２  ○ 
【意見１０】申請者から提出される収支計画書について精緻な検証

の実施 
庁舎管理課  ○  令和８年１月１日 

16 ９４～９５ ○  
【指摘６】公共施設マネジメント推進課との事前協議の議事録等

の作成・保管 
市民活動支援課 ○   令和７年７月１日 
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通
し
番
号 

頁 

区分 

指摘事項 対象課 

措置の状況 

措置年月日 

（時点） 指
摘 

意
見 

改
善
済 

検
討
中 

現
状
維
持 

17 １０４ ○  【指摘７】使用料の徴収の事務手続きの遅れ 
資源循環推進課

リサイクルプラザ 
○   令和７年７月１日 

18 １０8～１０９ ○  
【指摘８】行政財産の使用許可の承認についての伺書の要記載事

項の一部記載なし 
河川課 ○   令和７年７月１日 

19 １０９～１１０ ○  【指摘９】納付書への納期限の不記載 河川課 ○   令和７年７月１日 

20 １３３  ○ 【意見１１】行政財産の現況調査の実施 
公共施設マネジ

メント推進課 
  ○ 令和７年７月１日 

21 １３８  ○ 【意見１２】不要な公有財産の定義・洗い出しの実施 
公共施設マネジ

メント推進課 
  ○ 令和７年７月１日 

22 １４１  ○ 【意見１３】公共施設等整備基金残高の確保 財政課   ○ 令和７年７月１日 

23 １４４  ○ 
【意見１４】保有期間が長期にわたる土地の有効利用及び購入土

地の限定 
財政課   ○ 令和７年７月１日 

２4 １４５  ○ 
【意見１５】取得後長期間経過しているような土地について、定期

的に評価額を把握する体制の整備 
財政課 ○   令和８年１月１日 

25 １５４～１５５  ○ 【意見１６】越谷市土地開発公社の今後について 政策課   ○ 令和７年７月１日 

26 １５８  ○ 【意見１７】所管課でのデータベース構築 

財政課、公共施

設マネジメント推

進課 

  ○ 令和７年７月１日 

27 １５９ ○  【指摘１０】除却漏れ 

財政課、公共施

設マネジメント推

進課 

○   令和７年７月１日 

28 １６０～１６１  ○ 【意見１８】固定資産台帳と貸借対照表の数値の不一致 

財政課、公共施

設マネジメント推

進課 

○   令和７年７月１日 

29 １６５  ○ 

【意見１９】固定資産台帳における再調達価額によっている旨の記

載、評価額の変更の検討、冒頭の「利用にあたっての注意書き」の

更新 

財政課、公共施

設マネジメント推

進課 

○   令和８年１月１日 
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通
し
番
号 

頁 

区分 

指摘事項 対象課 

措置の状況 

措置年月日 
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摘 
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済 

検
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現
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30 １６７  ○ 【意見２０】リース取引の資産計上方針 

財政課、公共施

設マネジメント推

進課 

○   令和８年１月１日 

31 １６８～１６９  ○ 【意見２１】減損会計基準の検討 

財政課、公共施

設マネジメント推

進課 

  ○ 令和７年７月１日 
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令和８年１月１日時点の措置内容   ※前回の措置状況から、変更のあった指摘事項には背景色を変えて表しております。 

通し番号 頁 区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況 

２ ２１ 意見２ 
行政財産の使

用許可申請書 

行政財産使用許可申請書の区分欄には、「新規」

と「更新」のみしかなく、反復継続する申請である場

合の区分の記載が明らかでないので、決裁区分が

明らかに分かるよう、行政財産の使用許可に関す

る事務処理基準に明記されている「初回の行政財

産使用許可」の決裁区分「市長決裁」について、初

回の考え方を事務処理基準に設けることを検討さ

れたい。 

行政財産の使用許可に関する事務処理基準に明

記されている「初回の行政財産使用許可」の決裁区

分「市長決裁」について、初回の考え方の定義を整

理し、事務処理基準の改正を検討してまいります。 

検討中 

１０ ５９ 意見６ 
敷地貸付料の

見直し 

敷地の貸付賃料について、昨今の地価上昇や物

価上昇を考慮して、長期の契約期間の最中であっ

ても、定期的に貸付料を見直し、必要があれば、現

在の状況に即した貸付料への変更を行うことが望

ましい。 

普通財産の貸付料については、現行の算定基準

の見直しを行ってから年数が経過しておりますの

で、地価上昇等を考慮できるよう算定基準の見直し

を検討してまいります。 

検討中 

１１ ６１ 意見７ 

ＡＴＭ設置ス

ペースの貸付

料の見直し 

ＡＴＭ設置スペースの貸付料について、昨今の

地価上昇や物価上昇を考慮して、長期の契約期間

の最中であっても、定期的に貸付料を見直し、必要

があれば、現在の状況に即した貸付料への変更を

行うことが望ましい。 

普通財産の貸付料については、現行の算定基準

の見直しを行ってから年数が経過しておりますの

で、地価上昇等を考慮できるよう算定基準の見直し

を検討してまいります。 

検討中 
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通し番号 頁 区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況 

１５ ９２ 意見１０ 

申請者から提

出される収支

計画書につい

て精緻な検証

の実施 

申請者から提出される収支計画書について、初

期費用及び年間利益予測額の妥当性の精緻な検

証が行われていないので、例えば初期費用につい

ては、施工業者との間に締結された工事契約書や

見積書といった、根拠となる資料を確認する、年間

利益予想額については、利用客数や客単価をどの

ように見積もっているか、見積りに用いた仮定に関

する資料の閲覧や、担当者へのヒアリングにより確

認する、等が考えられる。 

該当の事業者に対して初期費用金額等の根拠資

料を求めておりますが、法人として提出できないとの

ことで提出されていない状態であるため、引き続き

初期費用金額の確認を進めてまいります。 

収支については、引き続き月ごとの収支報告を求

めて確認を行ってまいります。 

検討中 

２４ １４５ 意見１５ 

取得後長期間

経過している

ような土地に

ついて、定期

的に評価額を

把握する体制

の整備 

事業化の目途が立っておらず、例えば取得して

から３０年以上といった長期間経過しているような

土地については、定期的に評価額が著しく変動して

いないかどうかについて把握する体制を整備する

ことが望まれる。 

取得から長期間経過している土地に対する今後

の取り扱いについては、取得から５年以上が経過し

た土地を長期保有地とし、関係課と連携して、当該

土地の評価額の算定を毎年実施の上、評価額を把

握してまいります。 

改善済 

２９ １６５ 意見１９ 

固定資産台帳

における再調

達価額によっ

ている旨の記

載、評価額の

変更の検討、

冒頭の「利用

にあたっての

注意書き 」の

更新 

取得価額が不明の土地について固定資産台帳

上再調達価額を付したものは、その土地ごとに脚

注を設け再調達価額によっている旨を示すべきで

ある。 

また、総務省の最新マニュアル、研究会報告に掲

げられている「統一的な基準」を今後採用し、評価

額の変更の検討、冒頭の「利用にあたっての注意書

き」の更新を行うべきである。 

取得価額が不明の土地で再調達価額の記載をし

ているものに脚注を設けることについては、過去に

取得した資産の簿価が取得価額で記載されている

か、再調達価額で記載されているかの判別ができな

いため、現状維持としますが、ホームページに掲載し

ている「利用にあたっての注意書き」については、総

務省の「統一的な基準」と照らし合わせ、不足してい

た情報を加筆し、改善を図りました。 

改善済 
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通し番号 頁 区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況 

３０ １６７ 意見２０ 
リース取引の

資産計上方針 

越谷市では、現在リース取引について所有権移

転リースのうち金額の重要なもののみを資産計上

する方針であるが、昨今のリース取引開示の動向

に注目し、特に今後重要性が著しく増大するソフト

ウェアのリースでの契約時においてどの様に開示し

ていくべきか議論の上、貸借対照表への計上、減価

償却費の計上、固定資産台帳での開示をどうする

かについて十分議論検討すべきである。 

令和７年３月に総務省の「統一的な基準」が改訂

されたことを踏まえ、令和７年度中に作成した固定資

産税台帳（令和７年３月３１日現在）から、ファイナン

ス・リースのうちリース期間が１年を超えるものでリ

ース料の総額が３００万円を超えるものについては、

リース資産として計上することとしました。 

改善済 
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集計結果 
 

包括外部監査の指摘事項（３１件）の内訳 

指摘１０件 意見２１件 

 

講じた措置状況（３１件）の内訳 

指摘（１０件）について 意見（２１件）について 

改善済 検討中 現状維持 改善済 検討中 現状維持 

1０件 ０件 0 件 ５件 ４件 1２件 

１００.0％ ０.0％ 0.0％ ２３.８％ １９.０％ ５７.１％ 

※小数点第２位で四捨五入しているため合計が１００％にならない場合があります。 

令和８年（202６年）１月１日現在 


